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１．事業の概要
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野田市清水公園駅

愛宕駅

（１）事業の目的

【目的】 野田市中心市街地の踏切による交通渋滞の解消
踏切事故の解消、鉄道により分断された市街地の一体化

野田市駅



１．事業の概要
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（２）事業内容

【平面図】

【一般断面図】

事業区間 ： 清水公園駅～梅郷駅間

事業延長 ： ２，９０５m

除却踏切数 ： １１箇所

認可期間 ： 平成１９年度～平成２９年度

事業費 ： ３２４億円 ほか鉄道負担 ２９億円

高架化する駅 ： 愛宕駅、野田市駅

【側面図】
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（３）施工方法

１．事業の概要

〔施工手順〕

ＳＴＥＰ１：仮線を構築 ＳＴＥＰ２：既設線から仮線に切替

〔標準断面〕

5.8m
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ＳＴＥＰ３：跡地に高架橋を構築 ＳＴＥＰ４：仮線から高架橋に切替6～8m

高架線

仮線 仮線

仮線

仮線
仮線

既設線 既設線

高架線 高架線



（１）事業経緯

２．事業の状況

平成12年度 着工準備採択

平成17年度 都市計画決定

平成19年度 都市計画事業認可

平成20年度 用地及び工事に着手

平成24年度 仮線工事着手
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平成25年度 仮線切替（清水公園駅～愛宕駅 L=0.4㎞）

〃 高架橋工事着手（清水公園駅～愛宕駅 一部区間）

平成26年度 仮線切替（野田市駅～梅郷駅 L=1.5km）

（２）事業の進捗（平成２６年度末見込み）

事業費ベース 12 ％

仮線用地借地率 100 ％



（３）事業の進捗（現在の状況写真）

２．事業の状況
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橋脚

仮線敷設状況

（野田市駅～梅郷駅）

既設線

仮線
仮線

高架橋施工状況

（清水公園駅～愛宕駅）



（１）踏切の状況

３．事業の必要性

Ｈ２５年度 踏切交通量調査結果

③第159号踏切

③踏切(愛宕駅付近)
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清水公園駅

愛宕駅

踏切名称

自動車
交通量

（台/日）

踏 切
遮断時間
（時/日）

踏切交通
遮 断 量

（台時/日）

最 大
滞留長
（ｍ）

② 2,881 4.60 13,245 80 

③ 12,576 6.00 75,461 700 

④ 1,059 5.36 5,680 50 

⑤ 6,110 5.38 32,854 120 

⑥ 201 5.37 1,080 10 

⑦ 2,321 5.84 13,545 90 

⑧ 10,344 5.54 57,266 270 

※データ：H25交通実態調査（県実施）結果より
調査日 H25.9.18（水）、H25.9.22（日）

※①,⑪踏切については、自転車歩行者のみ通行
のため対象外とする

③第159号踏切
最大滞留長 700ｍ

⑧第168号踏切
最大滞留長 270ｍ⑧踏切(野田市駅付近)

愛宕駅

野田市駅

⑧ 10,344 5.54 57,266 270 

⑨ 375 4.34 1,629 20 

⑩ 5,075 3.66 18,563 50 

計 40,942 平均 5.12 219,323 1,390 



（２）交通状況 （主要地方道つくば野田線の旅行速度）

３．事業の必要性
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上り方向

平
日
〔
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り
〕

下り方向

資料：千葉県プローブデータ（平成１９年度）
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（３）踏切事故件数（Ｈ２１～２５）

３．事業の必要性
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清水公園駅

愛宕駅
②158号踏切

【第158号踏切】
・事故発生年度 ： 平成24年度
・事故件数 ： 1件

※うち死亡事故 1件

野田市駅

（主）野田牛久線



（４）関連する他事業

３．事業の必要性

愛宕駅東第一土地区画整理事業
（施行中）
約1.1ha

高架化される駅

連立事業区間

関連街路（整備済）

関連街路（事業中）

関連街路（事業区間）

土地区画整理事業
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堤台柳沢線（施行中）

愛宕東駅前線、駅前広場

路線番号 路線名 事業主体 事業認可

愛宕駅東第１土地区画整理事業 組合 Ｈ15

野田市駅西土地区画整理事業 野田市 Ｈ18

3.4.27
愛宕東駅前線
（駅前広場 3,500㎡）

野田市 Ｈ18

3.4.28 愛宕西駅前線 野田市 Ｈ19

3.4.4 堤台柳沢線 野田市 Ｈ16

関連街路整備事業

野田市駅西土地区画整理事業
（施行中）

約6ha

愛宕西駅前線（完了)

愛宕東駅前線、駅前広場
（施行中）



（１）渋滞の解消、走行性の向上、踏切事故解消

４．整備効果
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整備後

整備前

１日当たりの平均踏切遮断時間

５．１時間

（時）

2

愛宕駅

踏 切 除 去 効 果

10

8

5

3

野田市駅

4

6

7

9

11



（２）救急搬送時間短縮

４．整備効果

野田市救急搬送人員

5,956

6,043

6,201

5,850
5,900
5,950
6,000
6,050
6,100
6,150
6,200
6,250

増加

野田市救急搬送件数内訳
平成24年 実績
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救急病院は、鉄道東側に集中している
⇒ 踏切除却により鉄道西側からの救急搬送時間が短縮

清水公園駅

消防本部・消防署

小張
総合病院

63％

野田市救急搬送件数内訳
平成24年 実績

73%

資料：野田市ＨＰ

5,800
5,850

平成23年 平成24年 平成25年

※二次救急医療機関
入院を要する救急医療を担う医療機関

第159号踏切

第163号踏切

愛宕駅

野田市駅

第168号踏切

救急搬送ルートは、必ず踏切通過を余儀なくされている。

⇒ 踏切除却で走行性向上

消防署中央分署

資料：消防年報 平成24年度版



（３）通学路の安全性向上

４．整備効果

踏切除去に伴い、第一中学校・第二中学校の通学路の安全性が大幅に向上
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４．整備効果

（４）防災機能の向上
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・千葉県緊急輸送道路ネットワークとして
（主）つくば野田線は
緊急輸送道路の１次路線に指定されている。

物資などの輸送ルート確保による防災機能の向上

事業区間

3

8

緊急輸送道路の１次路線に指定されている。

・踏切除却により、大震災などの大規模災害発生時に
おける、物資などの輸送ルートとして機能することが
期待される。

【緊急輸送道路】
大規模な地震等が起きた場合に、避難・救助

や物資の供給等の応急対策活動を実施する
ため、交通の確保を図ることを目的として、県
が指定する道路
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５．事業投資効果

●費用及び便益算定の前提
基準年次 ： 平成２６年
検討年数 ： 供用後５０年間
社会的割引率 ： ４％

●便益の算定 ●費用の算定

（１）費用便益比の算定

費用便益分析マニュアル
＜連続立体交差事業編＞

平成20年11月
国土交通省

道路局 都市・地域整備局

●移動時間短縮便益（自動車）
●移動時間短縮便益（歩行者・自転車）
●走行経費減少便益
●交通事故減少便益

●費用便益分析の実施（Ｂ/Ｃ）

社
会
的
割
引
率

便益の現在価値（Ｂ） 費用の現在価値（Ｃ）

現在価値の算定

●連続立体交差事業
（都市側負担のみ）

●関連道路整備費
●道路維持管理費



５．事業投資効果
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（２）費用便益比

便益（Ｂ）

移動時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益
費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

322億円 51億円 20億円 393億円

1.2
連続立体交差

事業費
関連道路整備費

・維持管理費
総費用 1.2

費用（Ｃ）
事業費 ・維持管理費

308億円 30億円 338億円

注1）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。
注2）費用及び便益額は整数止めとする。
注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。



５．事業投資効果
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（３）前回再評価との比較

前回再評価（Ｈ２１） 今回再評価（Ｈ２６）

・費用便益分析マニュアル

（連続立体交差事業編）
平成２０年１１月版 平成２０年１１月版

・基準年次 平成２１年度 平成２６年度

・供用予定年次 平成２９年度 平成２９年度

・分析対象期間 供用後５０年間 供用後５０年間

■Ｂ／Ｃの比較

・基礎データ 平成17年度道路交通センサス 平成17年度道路交通センサス

・交通量の推計時点 平成４２年度 平成４２年度

・総便益（Ｂ） ３５４億円 ３９３億円

・総費用（Ｃ） ※鉄道負担分除く ３０７億円 ３３８億円

・Ｂ／Ｃ １．２ １．２

前回再評価（Ｈ２１） 今回再評価（Ｈ２６） 備 考

事業費 ３５３．０億円 （３２３．７億円） ３５３．０億円 （３２３．７億円） ※(   )鉄道負担分除く

うち工事費 ３３４．６億円 ３３４．６億円 測量試験費等を含む

うち用地補償費 １８．４億円 １８．４億円

■事業費の比較



６．コスト縮減
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資材活用の効率化 資材費削減



７．対応方針（案）
P20

【理由】

事業を継続し、効果の早期発現を目指す

・費用便益比（B/C）は１．２であり、費用対効果が見込める。

・踏切除却による渋滞の解消及び走行性の向上、踏切事故の解消。

・救急搬送時間の短縮。

・大規模災害発生時の輸送ルートの確保による防災機能の向上。

・周辺市街地における区画整理や駅前広場、道路の整備推進による

市街地の一体化。


